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尼崎市情報公開及び個人情報保護制度 

の運用状況（平成２７年度実績） 

 

１  情報公開制度 

(1) 開示請求件数及び処理状況 

平成２７年度の公文書開示請求の件数は合計６５１件で、前年度の５８４件より６７件増加

した。 

なお、下表中「その他」の欄に掲げているものは、請求受付後取り下げられたものと存否応

答拒否である。また、不開示として処理された４３件のうち４０件は文書不存在のためである。 

 
 

 

  年 度 

 
 

 

 

  区 分 

 
 

 

 

請求件数 

 
 

 

処   理   状   況 
 

 

開  示 
 

 

部分開示 
 

 

  不開示 
 

 

  その他 
 

 

 

 平成元～24 

 年度 

 

 
 

 

開示請求 
 

 

４，３７９ １，６７５ ２，１５７ ３８８ １５９

閲覧申出 
 

 

１１０ ５５ ３２ １３ １０

計 
 

 

４，４８９ １，７３０ ２，１８９ ４０１ １６９

 

 

 平成25年度 

 

 
 

 

開示請求 
 

 

５２８ １８２ ２４３ ７７ ２６

閲覧申出 
 

 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 

計 
 

 

５２８ １８２ ２４３ ７７ ２６

 

 

 平成26年度 

 

 
 

 

開示請求 
 

 

５８４ １５６ ３６２ ５４ １２

閲覧申出 
 

 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 

計 
 

 

５８４ １５６ ３６２ ５４ １２

 

 

 平成27年度 

 

 
 

 

開示請求 
 

 

６５１ ２０４ ３８４ ４３ ２０

閲覧申出 
 

 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 

計 
 

 

６５１ ２０４ ３８４ ４３ ２０

 

 

計 

 

 
 

 

開示請求 
 

 

６，１４２ 

 

２，２１７ ３，１４６ ５６２ ２１７

閲覧申出 
 

 

１１０ ５５ ３２ １３ １０

計 
 

 

６，２５２ 

 

２，２７２ ３，１７８ ５７５ ２２７
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(2) 実施機関別件数 

公文書開示請求の実施機関別件数は次のとおりである。 
 

実 施 機 関 
 

 

     請 求 
 

 

  議   会 
 

 

９ (７) 
 

 

  市   長 
 

 

 ５５１(５２２) 
 

 

教育委員会 

 

４５ (２４) 
 

 

選挙管理委員会 

 

 ５ (０) 
 

 

公平委員会 
 

 

 ０ (０) 
 

 

監査委員 
 

 

 １ (０) 
 

 

農業委員会 
 

 

 ０ (０) 
 

  

固定資産評価審査委員会 

 

    １ (０) 
 

 

水道事業管理者 
 

 

１８ (８) 
 

 

自動車運送事業管理者 

 

 ７ (３) 
 

 

消防長 

 

 １４ (１４) 
 

  

指定管理者 
 

 

 ０ (６) 
 

 

尼崎市土地開発公社 
 

 

  ０ (０) 
 

合   計 ６５１ (５８４) 

※（ ）内は前年度件数 
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２ 個人情報保護制度 

(1) 保有個人情報開示請求件数及び処理状況 

平成２７年度は９５件の開示請求があったが、前年度の８４件から１１件増加した。内訳は、

開示が４３件、部分開示が３６件、不開示が１３件であった。その他の３件は、請求取り下げ

である。 

 
 

 

年     度 

 
 

 

 

  請求件数  

 
 

 

   処    理    状    況  
 

 

 開  示 
 

 

 部分開示 
 

 

不開示 
 

 

その他 
 

 

   平成元～２４年度  
 

 

７０４ ３４８ １９７ １２０ ３９

   平成２５年度    
 

６７ ２５ ３０ ８ ４

   平成２６年度    
 

８４ ３５ ３４ ６ ９

   平成２７年度    
 

９５ ４３ ３６ １３ ３

計 
 

９５０ ４５１ ２９７ １４７ ５５
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(2) 実施機関別件数 

保有個人情報開示請求の実施機関別件数は次のとおりである。 
 

実 施 機 関 
 

 

     請 求 
 

 

  議   会 
 

 

０ (０) 
 

 

  市   長 
 

 

 ８３ (７８) 
 

 

教育委員会 

 

６ (１) 
 

 

選挙管理委員会 

 

 ０ (０) 
 

 

公平委員会 
 

 

 ０ (１) 
 

 

監査委員 
 

 

 １ (０) 
 

 

農業委員会 
 

 

 ０ (０) 
 

  

固定資産評価審査委員会 

 

    ０ (０) 
 

 

水道事業管理者 
 

 

１ (０) 
 

 

自動車運送事業管理者 

 

０ (０) 
 

 

消防長 

 

 ４ (３) 
 

  

指定管理者 
 

 

 ０ (１) 
 

 

尼崎市土地開発公社 
 

 

  ０ (０) 
 

合   計 ９５ (８４) 

※（ ）内は前年度件数 

 

(3) 保有個人情報訂正、利用停止請求件数及び処理状況 

平成２７年度の保有個人情報訂正、利用停止請求については０件であった。 
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(4) 目的外利用状況  

平成２７年度の目的外利用状況は９５件となっている。目的外利用の基準別では、尼崎市個

人情報保護条例第８条に掲げた基準のうち、「実施機関がその所掌事務の遂行に必要な限度で

保有個人情報を利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由

があると認められるとき」が多かった。 

 
 

 

  年   度 
 
 

 

 

  総  数 
 
 

 

目 的 外 利 用 の 基 準 
 
 

 法   令 
 

 

本人同意 
 

 

 事務事業 
 

 

 審査委員会 
 

 

  平成２７年度 
 

 

９５ ２３ ７ ６５ ０

 

 (5) 外部提供状況  

平成２７年度の外部提供状況は９４件となっており、外部提供の基準別では、尼崎市個人情

報保護条例第８条に掲げた基準のうち、「他の実施機関等に保有個人情報を提供する場合にお

いて、当該保有個人情報の提供を受ける者が、法令等の定める事務又は事業の遂行に必要な限

度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由が

あると認められるとき」という場合が多かった。 
 

 
  年   度 
 
 

 

 
 総 数 
 
 

 

外 部 提 供 の 基 準 
 

 

 法 令 
 

 

本人同意 
 

 

事務事業 
 

 

 統 計 
 

 

本人利益 

 

審査委員会 

 

 

  平成２７年度 
 

 

 

９４ ２７ １２ ５０ １ ３ １

 

(6) 個人情報利用業務の届出状況 

平成２７年度の尼崎市個人情報保護条例第１０条に基づく個人情報利用業務の届出は下記の

とおりであった。 

 

  総     数 
 

 

  開     始 
 

 

  変     更 
 

 

  廃     止 
 

 

３ 
 

 

１ 
 

 

２ 
 

 

０ 
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３ 異議申立て及び諮問・答申の状況 

実施機関の開示決定に対する平成２７年度の異議申立て件数は５件であった。尼崎市情報公

開・個人情報保護審査委員会への諮問件数は５件で、同審査委員会による実施機関への答申は５

件（答申第３１・３２号、第３３・３４号、第３６号、第３７～３９号、第４０号）行われた。

いずれも異議申立ての諮問に対する答申である。 

なお、平成２８年３月３１日現在、審議中は０件である。 

 
 

 

 

年   度 
 
 
 

 

  異議申立て 

 
  

 

諮  問  ・  答  申 
 

 

 
 諮 問 

 件 数 
 

 

 
 諮問の 

 取下げ 
 

 

答 申 件 数 
 

 

 申 立 

 件 数 
 

 

 却下等 

 の件数 
 

 

 認 容 
 

 

 一 部 
 

 

 棄 却 
 

 

  計 
 

 

  平成元～24年度 
 

 

９８ 

 

６ ９０ 

 

４ ７ ２６ ３８ 

 

７１ 

   平成25年度  
 

 

    ４ ０ ０ ０ ０ １ １ ２

   平成26年度  
 

 

    ４ １ ６ ０ １ ２ ０ ３

   平成27年度  
 

 

    ５ ０ ５ ０ １ ２ ２ ５

計 
 

 

  １１１ ７ １０１ ４ ９ ３１ ４１ ８１

※「却下等の件数」には、実施機関限りで棄却した２件（平成５年度及び１８年度）を含む。 

※「平成元～24年度の諮問件数」９０件には、異議申立てによらない「オンライン結合による

提供の制限の例外について」(平成18年度)、「津波等一時避難場所設置拡大に係る個人情報

の外部提供について」(平成23年度)の２件を含む。 

※同様に「平成26年度の諮問件数」６件には、異議申立てによらない「保有個人情報外部提供

の制限の例外について」の１件を含む。 

 


